
 

 

 

2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び運営に

関する施策の推進を図るための基本方針（平成 27 年 11 月 27 日閣議決定）（抄） 

 

 

１．はじめに 

 

（中略） 

 

（今回の大会の意義） 

2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会（以下「大会」という。）

についても、より多くの国・地域から参加者を迎え、世界中の多くの人々が夢と希望を分か

ち合える歴史に残る大会にするとともに、自信を失いかけてきた日本を再興し、成熟社会に

おける先進的な取組を世界に示す契機としなければならない。 

特に、パラリンピック競技大会の開催は、障害者の自立や社会参加を促す大きな力となる。

「パラリンピック」という語は 1964 年の東京大会の際に初めて使用されたものであり、夏

季のパラリンピック競技大会が同一都市で２回開催されるのは、今回が史上初となる。参加

国・地域数についても、オリンピック競技大会との差が縮まるよう、過去最多となることを

目指し、大会を世界中の障害者をはじめ全ての人々に夢を与える大会としなければならない。 

 

（運営の成功のための体制） 

国際テロやサイバー攻撃の脅威の高まりなど、セキュリティをめぐる情勢は時代とともに

変化しており、大会に参加する全てのアスリートが最高のパフォーマンスを発揮できるよう、

セキュリティの万全と防災・減災等の安全安心の確保、アスリート、観客の輸送等大会運営

の成功のための体制を整えていくことは必須である。特に、パラリンピック競技大会につい

ては、パラリンピックの認知度向上、ユニバーサルデザインに基づく競技会場整備をはじめ

として、過去最高の環境整備を進める。 

 

（中略） 

 

（有益な遺産（レガシー）の創出） 

オリンピック憲章では、オリンピック競技大会の有益な遺産（レガシー）について、開催

都市のみならず、開催国としても引き継ぐことが期待されている。1964 年の東京大会は、新

幹線、首都高速道路、ごみのない美しい街並みなど、現在にも残る数々の遺産（レガシー）

が生み出された。今回の大会も、多くの先進国に共通する課題である高齢化社会、環境・エ

ネルギー問題への対応に当たり、日本の強みである技術、文化をいかしながら、世界の先頭
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に立って解決する姿を世界に示し、大会を世界と日本が新しく生まれ変わる大きな弾みとす

る。「強い経済」の実現、文化プログラム等を活用した日本文化の魅力の発信、スポーツを

通じた国際貢献、健康長寿、ユニバーサルデザインによる共生社会、生涯現役社会の構築に

向け、成熟社会にふさわしい次世代に誇れる遺産（レガシー）を創り出す。 

 

（中略） 

 

３．大会の円滑な準備及び運営 

 

（中略） 

 

②アスリート、観客等の円滑な輸送及び外国人受入れのための対策 

アスリート、観客等や貨物等の円滑な輸送のため、首都圏空港の機能強化、空港アクセス

の改善、道路・交通インフラの整備等を推進する。その際、大会の競技会場とその周辺が、

東京の人流・物流の中枢に位置し、その機能の維持が重要であることに十分留意しつつ、交

通総量を抑制するための諸対策を推進する等、大会の開催が一般交通及び市民生活に与える

影響を最小限に抑えるよう配慮する。 

首都圏空港（羽田・成田）の機能強化については、羽田空港における飛行経路の見直し等

を含む機能強化方策の具体化に向けた取組を進めるとともに、バリアフリー化等を通じて空

港アクセスをはじめとする鉄道・バス等の利便性向上を進める。 

道路・交通インフラについては、大会時における渋滞が緩和され、人流・物流が円滑に行

われるよう、東京臨海部をはじめとする関連インフラの整備等を推進する。特に、大会関係

者の輸送については、オリンピック・パラリンピックレーンの設置に向けて、関係機関が連

携して検討を進める。 

また、ＣＩＱ体制の強化その他の外国人の受入れのための対策については、人的・物的な

体制の整備を推進するとともに、多言語対応の強化、無料公衆無線ＬＡＮの環境整備などの

社会全体のＩＣＴ化の推進、宿泊施設の供給確保に向けた対策、医療機関への外国人患者受

入環境整備、外国人来訪者等への救急・防災対応、無電柱化、海外発行クレジットカード等

の決済環境等の改善を推進する。 

 

（中略） 

 

⑥新国立競技場の整備 

大会のメインスタジアムとなる新国立競技場については、世界の人々に感動を与える場と

なるよう、「新国立競技場の整備計画」（平成 27 年８月 28 日新国立競技場整備計画再検討の

ための関係閣僚会議決定）に基づき、アスリート第一、世界最高のユニバーサルデザイン、

周辺環境等との調和・日本らしさを基本理念として、大会に確実に間に合うよう着実に整備

を進める。 



 

⑦教育・国際貢献等によるオリンピック・パラリンピックムーブメントの普及、ボランテ

ィア等の機運醸成 

大会開催を契機に、オリンピック・パラリンピック教育の推進によるスポーツの価値や効

果の再認識を通じ、国際的な視野を持って世界の平和に向けて貢献できる人材を育成する。 

具体的には、スポーツ及びオリンピック競技大会・パラリンピック競技大会の意義、価値、

歴史に対する国民の理解・関心の向上、障害者を含めた多くの国民の生涯にわたるスポーツ

への主体的な参画の定着・拡大、若者に対するこれからの社会に求められる資質・能力の育

成について推進を図るとともに、大会をはじめとするスポーツの記録と記憶を後世に残すた

めのアーカイブの在り方について検討を進める。 

「Sport for Tomorrow」プログラムを通じて、スポーツの価値及びオリンピック・パラリ

ンピックムーブメントを普及させるため、スポーツ分野での世界の国々への貢献・協力関係

の構築を行う。 

また、全国でより多くの方々が大会に関連した取組に関わっていくことができるよう、大

会の運営や地方における海外からの来訪者の受入れなどの各種ボランティア活動、大会に関

連する取組に係る寄附等への機運醸成を図る。 

 

 

４．大会を通じた新しい日本の創造 

 

（中略） 

 

（４）健康長寿・ユニバーサルデザインによる共生社会の実現 

 

 大会が開催される 2020 年には団塊の世代が 70 歳を超えることを踏まえ、生涯現役社会を

構築できるよう、大会への準備を弾みとして、スポーツ・運動を通じた健康増進、障害者・

高齢者にとどまらず誰もが安全で快適に移動できる公共施設等のユニバーサルデザイン化・

障害者等への理解などのいわゆる「心のバリアフリー」による共生社会の実現を通じて、障

害者・高齢者の活躍の機会を増やす。 

 

（中略） 

 

②ユニバーサルデザイン・心のバリアフリー 

 高齢化が進展する中で、障害者・高齢者にとどまらず、全ての人々の社会参加を促進し、

活躍の機会を増やすため、パラリンピック競技大会の開催を通じて、誰もが安全で快適に移

動できるユニバーサルデザインの考えに基づいた街づくりを推進する。このため、全国展開

を見据えつつ、東京において、世界に誇れる水準でユニバーサルデザイン化された公共施設・

交通インフラを整備する。特に、「アクセシビリティガイドライン」を踏まえ、障害の有無



にかかわらず全ての人にとってアクセス可能な大会を実現する。 

障害の有無等にかかわらず、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う「心のバリアフリ

ー」を推進することにより、共生社会の実現につなげる。このため、障害者スポーツを全て

の子供たちが体験するなどの取組を通じて、教育現場・地域における交流及び共同学習のよ

り一層の充実を図る。 

以上 


